８月　宣伝スポットひな形＊アレンジしてお使いください　消費税廃止中央各界連

みなさんこんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止・撤回を求める国会請願署名へのご協力をお願いしています。増税への怒りをぜひ署名にお寄せ下さい。
●４月１日の消費税８％への大増税から３カ月。みなさんの暮らしはいかがでしょうか。「大企業の４～６月の決算では消費税増税後も堅調」「景気は回復の兆し」などというニュースが報道されています。しかし、よく見れば、大企業の項景況は海外への販売が好調な電機や自動車が利益を底上げしており、国内の伸び止まりを補っているのです。一方、日本銀行のアンケートでは、７割を超える人が物価上昇を実感しています。みなさんが感じていらっしゃる生活の苦しさには裏付けがあるのです。

●私たちは、物価上昇、収入減、社会保障の削減で、本当に苦しい生活を強いられています。「これ以上、どこを削れというのか」「夏休みのお出かけも今年は中止」と悲鳴があがっています。中小業者からは「来年の消費税納税を試算したら大ショック」「客が来ない。来ても売れない」と絶望の声があがっています。東日本大震災・福島第一原発事故の被災地では復興が進まず、先の見えない毎日です。もうくらしも地域経済も限界です。「夏場には景気が回復する」などという政府の楽観論にはまったく論拠がありません。このままでは国や地方の税収も落ち込みが必至で、国家財政も危機を立て直すことはできません。
●このような事態なのに、安倍政権は年内にも10％への増税を決めようとしています。とんでもありません。一方で安倍首相はさらなる法人税の引き下げに言及しています。導入以来、25年間で国民が支払った消費税は累計２８２兆円。その一方で、同時期の法人３税（法人税、法人住民税、法人事業税）は、度重なる減税で２５５兆円の減収です。消費税が法人税の減税の穴埋めに使われてきたことは明白です。憲法が考える税金の原則は、国民の福祉のために優先的に使うことです。能力に応じて税金を支払い、国民が平和的に生存するために使うという大原則がいまやあべこべになっているのです。
●大企業への行き過ぎた減税や富裕層への優遇税制を見直し、国民のくらしと権利を守るルールをつくることが必要ではないでしょうか。大企業に応分の税負担を求めることこそ憲法の応能負担の原則に沿ったものであり、国際的にも大きな流れになっています。増税法附則第18条３項は、景気が悪ければ増税を中止できると定めています。政府の判断で消費税増税は中止することができます。国民のふところを直接温めて内需を拡大し、社会保障を拡充するように求めましょう。
●国民の暮らしのための予算が削られる一方、増えているのは軍事費だけです。安倍首相は、特定秘密保護法の制定をはじめ、集団的自衛権行使を可能にする憲法解釈を進めようとしており、「海外で戦争する国づくり」に足を踏み出そうとしています。消費税増税はまさに戦費調達のためでしかないと言わざるを得ません。海外で戦争する国づくりの財源として消費税をさらに増税するなどもってのほかです。
●みなさん、増税した歴代の内閣は、国民の強い反対で退陣しているのが歴史の教訓です。消費税増税はもちろん、原発再稼働でも、ＴＰＰでも、憲法改悪でも、安倍政権は国民の願いとは反対の方向へ暴走しています。「首相は国民の声をきちんと聞いて」と大きな声をあげ、憲法を暮らしに活かした政治を求めていきましょう。






